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 Ⅰ 調査の概要 

 

１． 調査の目的 

(１） 民児協の組織、運営や活動・事業の実施状況を把握し、民生委員・児童委員活動推進上の

課題等について明らかにすることで、民児協の体制整備や民児協活動の充実、民生委員・

児童委員の活動環境整備のための基礎資料とします。 

(２） 市区町村民児協の組織運営や財政状況、市区町村としての活動・事業実施状況、とくに

「100 周年活動強化方策」や民生委員・児童委員の活動しやすい環境づくり等の実施状況

を把握し、令和9（2027）年以降10年間の活動強化方策作成検討の一助とします。 

 

２． 調査対象 

市区町村民生委員児童委員協議会（全数） 

 

３． 標本数 

1,916件 

 

４． 調査期間 

令和５年５月～令和５年９月 

 

５． 回収状況 

1,357件（回収率70.8％） 

 

６． 調査実施主体 

全国民生委員児童委員連合会 

※調査実施集計委託先：株式会社サーベイリサーチセンター 

 

７． 報告書の見方 

・調査数（n ＝ Number of cases）とは、回答者総数あるいは分類別の回答者数のことである。 

・回答の構成比は百分率であらわし、小数点第２位を四捨五入して算出している。従って、回答比率

の合計が100％にならない場合がある。 

・回答者が２つ以上の回答をすることができる多肢選択式の質問においては、全ての選択肢の比率を

合計すると100％を超える。 

・図表のタイトル及び文章中における選択肢の表現等については、表示の都合上、調査票の文意が変

わらない程度に、一部簡略化した箇所がある。 

・一部設問を除き、無回答を除いて集計している。 

・とくに記載のない場合は、令和４年度実績または、令和５年４月１日現在の状況である。 
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